































































論がなされてきた（Stalley2013; Pauw et al. 2014; 箭内2014; Lee2015）。そのな
かで，CBDRはストックホルム会議以来，中国が途上国と協調して地球環境外交
を進めるなかで，途上国の利益を守るための原則として確立してきたこと
























































2010, 469; 曲・彭2010, 206）と訓示したとおり，当時から各地で深刻化しつつ


























































































































































コーミック1998, 234; 横田2002, 107）。なおウィーン条約は1988年に，モントリ
オール議定書は1989年に，それぞれ発効した7。
6　1974年にリチャード・ストラルスキとラルフ・シセローンが，アメリア航空宇宙局のロケットから



























7　UNEP ozone secretariat website at https://ozone.unep.org/ozone-and-you（2020年1月26日
アクセス）
8　新たな規制物質として5種類以外のCFCと四塩化炭素を2000年までに，メチルクロロフォルムを
2005年までに段階的に削減するとされた。条約文書についてはUNEP ozone secretariat websiteを
参照。
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